















































































































































































































































































































ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）
ラグ次数 n＝0 n＝1 n＝1 n＝1 n＝2 n＝4
定数項 0．1933 0．2019．0．2056 0つ554α21200．2165
（6．604） （6．975） （7．003） （2．784） （7ユ35） （7．046）








オークン係数 一〇．0324 一〇．0343 一〇．0350 一〇．0102 一〇．0361 一〇．0362
安定成長率 5，964％ 5，893％ 5，868％ 5，447％ 5，876％ 5，975％
　　　　A≠р梶CR　2 0．1940 0．2176 0．2161 0．7023 0．2179 0．2069
S．e． 0．2595 0．2560 0．2562 0．1579 0．2561 0．2556



















ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）
ラグ次数 n＝0 n＝0 n＝1 n＝1 n＝0 n＝1
定数項 α15860．16130．16780．1747 0．1586 0．1678
（1．552） （3．729） （1．657） （4．095） （1．581） （1．685）
ダミー1 0．1138 0．1221 0．1003 0．1448
（1．055） （1．144） （0．818） （1．194）
ダミー2 0．1260 0．1157 0．0284一〇．0222
（2，154） （2．010） （0．351）（－0．280）
実質GDP変化率 一〇．0245 一〇．0262 一〇．0245
（－2．326）（－4．558） （－2．370）
実質GDPの変化率（1期ラグ） 一〇．0258 一〇．0285 一〇．0258
（－2．484） （－5．029） （－2．527）
係数期間ダミー1 一〇．0449 一〇，0495 一〇，0311 一〇．0441
（－3．083） （－3．482） （－1．564）（－2．258）
係数期間ダミー2 一〇．0800 一〇．0768 一〇．0506 一〇，0354
（－4．744） （－4．764） （－2．184）（－1，586）
安定成長率（前半） 6，475％ 6，157％ 6，505％6，135％ 6，475％ 6，505％
安定成長率（後半） 3，926％ 2，706％3，847％ 2，759％ 2，706％ 2，759％
　　　　A≠р梶DR2 0．24860．2710 0．2887 0．2948 0．276203123
S．e． 0．25060．24680．2441 0．24310．2459 0．2400
























ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）
ラグ次数 n＝0 n＝1 n＝1 n＝1n＝2 n＝4
定数項 0．3142 0．0381 0．3464 0．1148 0．35700．3886
（5．912） （1．640） （6，878） （2．763） （6．826） （7．111）
実質GDP変化率 一〇．1599 一〇．0354 一〇．0675 一〇．0481一α 864一〇．1085
（－6．509）（－6．395）（－1．843） （－2．103） （－2．210） （－2．719）






オークン係数 一〇．1599 一〇．1416 一〇．1861 一〇．0687一〇．1983一〇．2355
安定成長率 1966％ 一 1，861％ 1，670％1，800％1，649％
データの処理 対前期比
　　　　A≠р戟DR　2 0．4629 0．4389 0．5538 0．82720．56000．6104
S．e． 0．2892 0．1664 0．2664 0．1658 0．2666 0．2546



































ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）











長期係数 一5．5559 一3．417一8．4011 一9。4013 一8，5104一7，3990
ギャップの推計方法 HP 二次トレンド HP 二次トレンド HP HP
　　　　A≠р梶DR　2 0．2564 0．13370．6240 0．9169 0．62290．6468
S．e． 0．1405 0．40100．1000 0．1244 0．1005 0．0974






















ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6） （7）
ラグ次数 n＝0 nニ0 n＝0 n＝1 n＝1n＝1 n＝1












長期係数（前半） 一3．5245 一4．3149一3．5245一4．1639 一5．1562一5．3926 一6，9324
長期係数（後半） 一8。2517 一9．5039一9．5038一8．8389 一9．812 一11．441一12．082
　　A≠р梶DR2 0．2985 0．29370．3022 0．3733 0．36180．6292 0．6241
S．e． 0．1365 0ユ369 0．1361 0．1292 0．13030．0994 0．1001





















ケース （1） （2） （3）




　　A≠р梶DR2 0．0192 0．0184 0．0142
S。e． 0．0996 α0995 0．0955










































ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）
ラグ次数 n＝0 n＝0 n＝0 n＝1n＝1 n＝1
定数項 0．17920．1062 0．13630．16310．37980ユ703


















S，e． 0．2381 0．2350 0．23040．22260．20670．1954




















ケース （1） （2） （3） （4） （5） （6）
















S．e． 0．23920．1961 0．1993 0．12920．1581 0．1597



























ケース （1） （2） （3）




　　　　A≠р梶DR2 0．2930 0．0158 0．0745
S．e． 0．2185 0．1824 0．1349



































































ケース （1） （2） （3） 4
推定期間 1971－20061971－20061971－19961980－200?
一〇．3552 一〇．3428 一〇．2886 0．4397
（－3．396）（－2．784）（－2，766）（－3．416）
α 0．3198 0．3324 0．5402 0．1072





S，e． 0．0071 0．0073 0．0063 0．0066
サンプル数 36 36 26 27
GDPとの関係を確認できる。推定に関しては，λとαを明示的に示し，第
1項から第3項までのパラメータを非線形推定により求あることとする。
　4．4．2推定結果
　上記の推定結果を示したものが表4－4である。分析対象期間は，生産関数
の推定等に必要なデータがそろう1971年度以降としている。
　ケース（1）は全期間を対象として推定した結果である。これによるとλ
の値は一〇．3552となり，負で有意であった。これから，オークン法則が成
立していることが確認された。なお，資本分配率であるαの値は0．3198と
ほぼ想定される範囲内の値であった。但し，有意な結果ではなかった。
　ケース（2）は1991年までを0．1992年以降を1とするダミー変数を第1
項（GDPの短期的変動）及び第2項（資本ストックの短期的変動）に係数
ダミーとして加え，これを推計して構造変化の有無を確認したものである。
λの推定値は一〇．3428とケース（1）とほぼ同じ値であり，またダミー変
数をみると第1項，第2項のダミー変数とも有意ではなく，構造変化は棄却
される結果となっている。
　ケース（3）は前半期間（1970～1996年度），ケース（4）は後半期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1980～2006年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を分析対象として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推計したものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るが，λの推定値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はケース（3）で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は一〇．2886，ケース
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）では一〇．4397
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と負で有意である（注1）関数形に関しては本文参照のこと。
　2）（）内はt値である。　　　　　　　　　　　ものの，後半期間
　3）使用したデータ期間は1955年度から2006年度の年度デー
　　　タである。　　　　　　　　　　　　　　　の方が絶対値で大
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きな値が得られている。
おわりに
　本稿は，失業率とアウトプットの変動に負の関係があるとするオークン法
則を，わが国のデータを用いて推定したものである。オークン法則をどのよ
うに理解し，定式化するかという点に関しては階差方式とギャップ方式があ
ることを示し，さらにVARモデルや生産関数を用いた推定にっいても試み
ている。このタイプの推定はわが国では先行事例の少ないものであり，本稿
の貢献と考える。
　本稿の特徴のひとつは，オークン法則を四半期データと年度データという
期種の異なる二っの長期データから推定を行い，結果の比較を行ったことで
ある。大まかに述べれば，階差方式に関しては四半期データと年度データで
はおおむね同様な結果が得られたが，ギャップ方式に関しては四半期データ
を用いたほうが安定的であるとみられる。いずれにせよ，失業率と実質
GDP成長率の間には有意に負の関係があることが改めて確認された。
　石油ショック，バブル経済崩壊といった構造変化を考慮すると，オークン
係数は階差方式，ギャップ方式いずれの推計にあっても絶対値で次第に上昇
している。これはGDPの短期的な変動に対しで失業率の変動が相対的に大
きくなったことを示している。また，階差方式の推定にあっては，失業率を
変化させない安定成長率は次第に低下しており，バブル経済崩壊以降ではお
よそ2～3％程度となっていることも示された。
　おり，失業率を少なくとも悪化させないためには2％程度の実質成長率が
必要であることが示唆される。
　また既に述べたように，ギャップ方式における推定では長期のオークン係
数は構造変化を経るごとに，絶対値で大きくなっている。ただし，この方式
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の推計では短期的な変動幅をどのように推計するかによって，結論が左右さ
れる可能性も否めない。HPフィルターを用いた場合と二次トレンドを考慮
した場合では，四半期データを用いた結果から，オークン係数に2．0ポイン
ト程度の差が生まれることからみても，ギャップ方式による推計の解釈につ
いては留意する必要があろう。
　失業率の水準の高まりなど労働市場の急激な変化を受け，経済成長と失業
率の関係は，近年になるほど弾力的なものになりっっある。今後，安定した
労働市場環境を維持するためには，経済成長の安定化に今まで以上に留意す
る必要があると考えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）68SNAデータにっいては1990年実質基準の国内総生産データが2000年ま
　　で公表されている一方，93SNAデータにっいては2000年基準（固定方式）の
　　実質国内総生産のデータは1994年以降しか公表されていない。そのたあ，何
　　らかの仮定を置いて両者を接続する必要がある。
（2）68SNAと93SNAにおけるGDPの概念調整は行っていない。現行の
　　93SNA（2000年基準）の固定方式GDPは1994年第1四半期以降しか公表さ
　　れていない。なお，1995年基準のGDPは1980年第1四半期まで遡及されて
　　いるものの，近年のデータがないため使用していない。いずれにせよ，現在の
　　93SNAデータが遡及推計されない限り，こうした接続を行うしか方法はない
　　と考えられる。
（3）四半期のGDP成長率は対前年同期比の増加率によって計算している。
（4）　なお，経済成長率の全期間の標準偏差は40％であった。
（5）後述するように，実証分析ではHPフィルターの他，二次トレンドを除去し
　　て短期変動分の推計も行っている。
（6）
（7）
（8）
（9）
同じく失業率の全期間の標準偏差はL21％であった。
対数の底はeとし，自然対数をとっている。
Weber（1995）を参考にした。
第一期間の終期は第7循環の谷，また第二期間の終期は第13循環の谷に対
　　応している。
（10）B｝anchard　and　Quah（1989）では実証分析の結果，供給面からの影響は見
　　出せないとしている。
（11）既に述べたように，93SNAに対応する実質GDP（2000年基準の固定基準年
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　　方式）は1994年第1四半期以降しか公表されていない。
（12）Schnabel（2002）は1962－2000年，　Moosa（1997）は1960－95年，またLee
　　（2000）は1955－96年を対象に推定したものである。
（13）第一次石油ショックについては1974年以降を1，バブル経済崩壊では1992
　　年以降を1とするダミー変数を用いている。
（14）生産関数の推定等においてさまざまなデータを使用するが，四半期ベースで
　　は長期にわたって入手できないものもあり，そのため年度データのみで推定を
　　行った。
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